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２０１３（平成２５）年１１月２１日開催定期協議のテーマについて

２０１３（平成２５）年１１月２１日

障害者自立支援法違憲訴訟全国弁護団
１　障害者権利条約批准と総合支援法

　　今国会で、障害者権利条約が批准承認されると報道されています。
権利条約第１９条は（以下、外務省仮訳）
「自立した生活及び地域社会に受け入れられること」との表題で「すべての障害者が他の者と平等の選択の機会をもって地域社会で生活する平等の権利を認める」

「障害者が、この権利を完全に享受し、並びに地域社会に完全に受け入れられ、及び参加することを容易にするための効果的かつ適当な措置をとる」

「　（a）　障害者が、他の者と平等に、居住地を選択し、及びどこで誰と生活するかを選択する機会を有すること並びに特定の居住施設で生活する義務を負わないこと。 」
「　（b）　地域社会における生活及び地域社会への受入れを支援し、並びに地域社会からの孤立及び隔離を防止するために必要な在宅サービス、居住サービスその他の地域社会支援サービス（人的支援を含む。）を障害者が利用することができること。 」
としています。
しかしながら、障害者総合支援法において、各地で、在宅での介護支給量が不足しているために地域生活の実現に困難を来している障害者の声が訴訟団にも多く寄せられています。
　批准により国内法として効力を有するようになる権利条約を実現するため、国庫負担基準の廃止を含めた支給決定方法の根本的な見直しが必要と思われます。
　この点の政府の見解をご回答下さい。

２　総合支援法附則に基づく検討

　社会保障審議会障害者部会のもとに地域生活などの検討会が設置されていますが、総合支援法附則第３条の「障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方」についての検討は未だ未着手です。

　　この在り方に関する検討会を設置する際には、訴訟団の推薦する者を委員として選任していただくよう求めます。

３　２０１３年１１月２１日付訴訟団提出要請書への回答を求めます。
（１）　配偶者や親の収入を理由に利用者負担を強いないこと

　　　前回の第四回定期協議において、訴訟団が、利用者負担の収入認定を配偶者や未成年の親の収入ではなく、本人の収入だけに依拠する場合、財源がどれだけ要るのかと聞いたのに対して、辺見障害福祉課長は、試算していないと回答しました。

　　　試算しないで、実現できないとするのは無責任ではないでしょうか。
　　　厚労省にはＨＰにアップしている統計データがあります。
　　　「障害福祉サービス、障害児給付費等の利用状況について」と題する統計資料です。これによると平成２４年４月～同２５年３月の成人の１年度の利用者負担額は３２，１億円です。
　　　児童の一年度の負担額は４４億円です。児童には収入がありませんので、親の収入を除外するとこの額が必要なことがわかります。
　　　あとは、障害者自身に課税レベルの収入があるのか、配偶者の収入によるものかを調査すれば、数字は判明します。
　　　仮に半々と想定すれば約１６億円。

　　　そうすると、児童単位、配偶者を除く本人単位で収入認定するためには年間５６，４億円と試算がされます。

　　　厚労省がその気になれば、もう少し正確なデータは容易に算出できます。

　　　漠然と財源がないとするのではなく、具体的な数値をもとに、施策実行が可能か否かを議論するべきと考えます。　　　
（２）介護保険と障害福祉の関係の点
　　基本合意文書第三項④は

　　「介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。」としています。

　　　この指摘を受けてしっかり対応することが明記されています。
　ア　重度訪問介護を利用している障害者が６５歳になった場合，「介護保険の申請手続をしなければ重度訪問介護を利用することができない」，あるいは，「介護保険で要介護５と認定されなければ，重度訪問介護を利用することができない」と，要綱等で規定したり，運用を行ったりしている自治体があります。

　　　介護保険法という違う法律・制度上の認定や申請を，総合支援法の利用資格と自治体が勝手に規定することは，法に違反するのではありませんか。あるいは，少なくとも法の執行のあり方として正常でないのではありませんか。

　イ　基本合意文書第４項「利用者負担における当面の措置」によって，低所得の障害者等が利用料無償となったにもかかわらず，６５歳以上の障害者が介護保険料を１割負担し続けていることによって，合理性のない差別が発生しています。この矛盾について，厚労省としてどのようにお考えでしょうか。
障害福祉を無償で受けてきた障害者について，６５歳になって負担増とならないようにするため，法改正を行うべきではありませんか。あるいは少なくとも，介護保険料の１割負担を免除するべきではありませんか。

　ウ　障害者が６５歳になった場合の介護保険と障害福祉の関係について，自治体の対応が千差万別です。
（ア）そうした状況について，厚労省は調査を行っているのでしょうか。
（イ）（調査を行っている場合）その結果を開示していただきたい。
（ウ）（調査を行っていない場合）法の執行に責任を負う省庁として，施行状
況を調査すべきではありませんか。
（エ）こうした現状についてどのような認識をお持ちですか。
（オ）法律で定められた給付の受給要件の解釈運用が，自治体によって異な
ることは，法の執行として不適切ではありませんか。
　エ　例えば、ある自治体では、介護保険法上の特定疾病により中途障害となり、要介護４かつ障害支援区分５の認定を受けている方について，要介護４の支給量上限までしか介護費の支給がなされず、毎月、多額の自己負担でヘルパーを雇うことによって命をつないでいる方がいます。重度訪問介護の適用対象であるにもかかわらず、要介護４の支給量上限は重度訪問介護の標準的な支給量にも達していません。しかも、重度訪問介護の支給申請については、要介護４であることを理由に拒否されています。そこで、当該事案ではなく、一般的な取り扱いについてお尋ねします。

（ア）要介護認定と障害支援区分は、制度趣旨が異なるのではないですか。
（イ）要介護４の支給がなされていれば、障害支援区分５に対応した支給をする必要がないということを、一般的に言い切れるものでしょうか。

（ウ）障害支援区分５の場合に標準的に認められる程度の支給量が相当である場合においては、要介護４の支給量上限を超えて、障害者総合支援法に基づく支給がなされることがありえますか。
（３）「自立支援医療に係る利用者負担」の低所得者無償化を求めます。
　　　具体的取り組みにつき回答してください。
　　基本合意文書第四項を改めて確認しておきます。

「四　利用者負担における当面の措置

　　国（厚生労働省）は、障害者自立支援法廃止までの間、応益負担（定率負担）制度の速やかな廃止のため、平成22年4月から、低所得（市町村民税非課税）の障害者及び障害児の保護者につき、障害者自立支援法及び児童福祉法による障害福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料とする措置を講じる。

　　なお、自立支援医療に係る利用者負担の措置については、当面の重要な課題とする。」

（４）難病医療費負担について
1 難病患者新医療費助成案

2013年10月29日、現行の特定疾患制度に代わる新たな難病患者医療費助成制度の負担案が厚労省厚生科学審議会難病対策委員会内で発表されました。難病患者は、障害者基本法、（一部は）障害者総合支援法の適用対象とされたにもかかわらず、自立支援医療よりもはるかに高額な自己負担を迫られることとなります。また、基本合意締結以降、継続して私たちがその履行を求める「自立支援医療低所得者無償化」に逆行し、自立支援医療よりも高額な負担を低所得者層に求める内容となっております。

これらは、あきらかに基本合意の趣旨を潜脱する行為であることから、厳重に抗議します。また、今国会で批准予定の障害者の権利条約第２５条ｂ項との整合性についてどのようにお考えか、お聞かせください。
2 障害者総合支援法２条１項政令指定疾患（１３０疾患）の拡大について

前回の定期協議では、前記難病対策委員会の議論を待って、その中での議論を参考としながら対象疾患を選定する、というご回答でした。同委員会は11月中には結論を取りまとめる予定です。そこで、その後の障害者総合支援法対象疾患について、どこで、どのような議論が持たれる予定であるか、その進捗状況をお聞かせください。
3 １３０疾患の患者の福祉サービス利用状況

2013年4月1日より、130疾患については総合支援法に基づく福祉サービスの利用が開始されました。しかしながら、地方では、サービス利用申請の際、「手帳を持っていない者は対象外である」と断られるケースもあるようです。
そこで、各自治体に対し、対象拡大についてどのような周知を行っているかにつき、具体的に教えて下さい。
以上の点につき、詳細なご回答をいただきたく存じますので、協議の場に健康局疾病対策課担当者に同席いただきますよう求めます。
４　次回開催予定の確認

以上
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